
 

 

経営課題に関するアンケート  令和７年１１月実施 
 

●業種について（複数ある場合、売上高の最も高い業種１つに〇を付けて下さい） 

①建設業  ②製造業  ③卸売業  ④小売業  ⑤飲食業  ⑥サービス業  ⑦運輸業  ⑧その他（        ） 

●従業員数について（該当するもの１つに〇を付けて下さい） 

①５人以下   ②１０人以下   ③２０人以下   ④５０人以下   ⑤１００人未満   ⑥１００人以上 

【業績等について】 

問１．前期と比較した現在の概ねの売上状況についてお教え下さい（該当するもの１つに〇を付けて下さい） 

①１２０％超   ②１２０％～１００％超   ③１００％～８０％超   ④８０％～５０％   ⑤５０％未満 

問１－２．前期と比較した現在の概ねの営業利益の状況についてお教え下さい（該当するもの１つに〇を付けて下さい） 

①１２０％超   ②１２０％～１００％超   ③１００％～８０％超   ④８０％～５０％   ⑤５０％未満 

問１－３．問１－２で①・②を選択された方は利益増加の要因は何であると考えられますか？（複数回答可） 

①売上の増加   ②新事業・新分野進出  ③各種価格転嫁を実施  ④業務の効率化によるコスト削減 

問１－４．問１－２で④・⑤を選択された方は利益減少の要因は何であると考えられますか？（複数回答可） 

①売上の減少   ②原材料価格の高騰   ③燃料価格の高騰   ④人件費の引上げ   ⑤その他経費の上昇 

問１－５．現在の資金繰りの状況についてお教え下さい（該当するも１つに○を付けて下さい） 

①厳しい ②やや厳しい ③変化なし ④やや良い ⑤良い 

【価格転嫁について】 

問２．原材料費・エネルギー費用・労務費用等の上昇についてどの程度価格転嫁ができていますか？        

（該当するもの１つに〇を付けて下さい） 

①1００％  ②７５％超   ③７５％～５０％超   ④５０％～３０％超   ⑤３０％～０％ 

問２－２．問２で①・②を選択された方は価格転嫁できた理由は何であると考えられますか？（複数回答可）  

①価格交渉力のある商品・サービスがある   ②取引先との関係構築・交渉努力   ③取引先からの申し出 

④競合他社が販売価格を上げているため     ⑤その他（                                    ） 

問２－３．問２で④・⑤を選択された方、十分に価格転嫁できていない場合、その理由をお教え下さい（複数回答可） 

①交渉したが価格転嫁を断られた   ②話を持ちかけても進展がない   ③交渉の場を設けてもらえない 

④今後の取引への影響が心配で交渉を持ちかけられない   ⑤その他（                                ） 

問２－４．発注者・受注者の対等な関係に基づき、中小受託取引適正化法が（通称：取適法）が令和８年 1月１日より 

       施行されます。不当な取引に該当するような事例がある場合はご記入をお願いします。 

     参照： https://www.jftc.go.jp/partnership_package/toritekihou.html 

自由記入（                                                                 ） 

【米国による関税施策について】 

問３．米国における関税措置についての影響・見込みをお教え下さい （該当するもの１つに〇を付けて下さい） 

①大いにマイナス影響がある ②ある程度マイナス影響がある ③少しマイナス影響がある ④影響はない 

⑤どちらかといえばプラス影響がある ⑥どちらとも言えない ⑦その他 

問３－２．問３で①～③を選択された方は影響内容についてお教え下さい（複数回答可） 

①納入先からのｺｽﾄﾀﾞｳﾝ等のしわ寄せ ②取引先による対米輸出減少に伴う販売不振 ③ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの混乱による

部品等の調達難 ④収益不透明による賃上げや人員採用計画の見直し ⑤その他（                   ） 

上記QRコードからもご回答いただけます 

さいたま商工会議所 
（FAX 048-838-7710） 

事業所名：                
(任意記入) 

 

 

 



【人手不足・少子化対策について】 

問４．人材不足・確保についての状況はいかがですか？（該当するもの１つに〇を付けて下さい） 

①不足している   ②今後不足が生じる可能性がある   ③特に不足はない  

問４－２．問４において①・②を選択された方、要因をお教え下さい（複数回答可） 

①若者等の転職者の増加 ②高齢化による退職者の増加 ③人材採用が難しい ④働き方改革に伴う担い手不足 

⑤少子化対策への対応（産休・育休制度・育児時短勤務・男性社員育休等） ⑥その他（                 ） 

問４－３．問４において①・②を選択された方、不足している（又は可能性のある）人材はどの職種ですか？（複数回答可） 

①事務職  ②営業職  ③技術職  ④接客サービス  ⑤製造現場  ⑥建設現場  ⑦その他（          ） 

問４－４．問４において①・②を選択された方、不足している（又は可能性のある）場合、どのように対処しますか？（複数回答可） 

①正社員を増やす   ②非正規社員を増やす   ③従業員の能力開発   ④業務プロセスの改善 

⑤設備投資（IT化等による自動化）      ⑥特に対応しない（できない）  ⑦その他（                     ） 

【賃金について】 

問５．最低賃金が 1,141円に改定されましたが負担感についてお教え下さい（該当するもの１つに〇を付けて下さい） 

①大いに負担（可能性も）である ②多少負担（可能性も）である ③負担は（可能性も）ない ④分からない 

問５－２．来年度以降の賃上げ予定についてお教え下さい（該当するもの１つに〇を付けて下さい） 

①今年度以上の水準 ②今年度同様 ③今年度より低い水準 ④業績次第で検討 ⑤実施の予定なし  

問５－３．問５－２において①～③を選択された方、その原資についてお教え下さい（複数回答可） 

①業績改善 ②価格転嫁による増収 ③コスト削減  ④助成金の活用 ⑤手許資金（防衛的対応） ⑥その他（          ） 

【業務の効率化・高度化について】 

問６．現在の業務において最も負担となっている内容は何ですか？（複数回答可） 

①会計・経理業務 ②人事・労務管理 ③受発注・在庫管理 ④顧客対応・営業 ⑤マーケティング・広報 

⑥法務・規制対応 ⑦その他（                                                     ） 

問６－２．省力化・自動化設備への投資を検討されていますか？ （該当するもの１つに〇を付けて下さい） 

①既に導入済 ②すぐにでも導入したい ③検討中 ④検討していない ⑤その他（                    ） 

問６－３．省力化設備投資に対する補助金の活用への意向はありますか？（該当するもの１つに〇を付けて下さい） 

①積極的に活用したい ②条件によって活用したい ③利用予定はない ④わからない ④その他（          ） 

問６－４．設備投資や補助金活用にあたり、課題や懸念となる点をお教え下さい。（該当するもの１つに〇を付けて下さい） 

①初期費用が高額 ②導入後の操作や管理が難しい ③補助金申請手続きが複雑 ④効果が不明確 ⑤その他（        ） 

問６－５．人材育成について検討していることをお教えください（複数回答可） 

①営業力 ②経営企画力 ③デジタル対応力 ④コミュニケーション力 ⑤海外展開力（語学含む） ⑥その他（       ） 

問６－６．生成 AI（ChatGPTなど）を業務で活用していますか？（該当するもの１つに〇を付けて下さい） 

①大いに活用している ②試験的に活用している ③活用していない（関心はある） ④活用していない（関心もない） 

【行政や商工会議所等に求める要望について】 

問７．今後の事業活動に対し、どのような支援を希望しますか？（複数回答可） 

①計画策定・見直し  ②デジタル化推進  ③販路開拓  ④イベント、展示会、商談会等の開催 

⑤EC(電子商取引)･越境 EC対応  ⑥資金繰り相談  ⑦税金や社会保障などの猶予 ⑧人材の紹介・マッチング  

⑨人材の育成  ⑩事業承継  ⑪サプライチェーン整備  ⑫補助金  ⑬BCP ⑭その他（              ） 
 
※ご記入いただいた内容は、さいたま商工会議所にて厳重に管理し、当所からの各種連絡・情報供のため利用するほか、実態調査・分析のために使用致します。 

ご協力ありがとうございました 
 


